
款 2 項 1 目 2 事業 1

係名 枝番号

76

年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

①

②

③

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 10.80 0.00 8.39 0.00 11.82 0.00 8.36 0.00 11.44 0.00 8.74 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

活動指標（1）

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る20年度
の達成率％

区分
20年度 目標値に対

する20年度
の達成率％

指
標

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○歳入歳出予算の調整、配当、執行管理
○財政計画、決算統計等作成
○企業会計的な財政分析及び財務諸表作成
○都区財政調整に関する事務

予算事業区分

地方自治法第208条～第222条、同施行令第144条
～第151条

地方財政法第2条～第4条の2

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

0

0

19年度

0

0

0 特記事項

0

0

84,942

0

85,773

0

0

0 0

予算書にかかる入札の結果、落差
金等実績による残が生じたため、
予算執行率が低くなっています。

79,097

4,307

6,676

0.0

0

84,942

0.0

0 0

00

0.0

85,773

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

0.0

（内）投資的経費等

（内）委託費

0

4,040

事業費 6,604

職員数 (常勤｜非常勤)

75,658

0

0

1423

7,652

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

22年度

目標値

0

4,313 2,794

20年度予算執行率％9,284

平成21年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

昨年度
整理番号

事務事業名

政策経営部財政課担当部課名 6

予算編成事務 9

82.4

活動指標（2）

成果指標（2）

成果指標（1）

実績実績 計画
単位
18年度

実績 計画

21年度
計画

108,035

00

0

111,184

103,532

104,452

受益者負担分

（内）非常勤
職員分

114,252

0

その他の
補助金等

111,184

6,2178,373

0

76,685

5,000

0

3,886

人
件
費

97,848

0

85,058104,452総事業費⑤+⑨+⑩

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0.0

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

0

国からの
補助金等

0

財
源

0

受益者負担比率⑬÷⑪

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0.0

都からの
補助金等

差引：一般
財源⑪-⑰

活動指標名（式）

0

114,252

事業開始

連絡先
電話番号

根拠
法令
等

上位施策No・施策名 財政の健全化と財政基盤の強化

対象

各部局

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○各部局が主体性・自律性を一層発揮し、事務事業評価の
成果を一層反映できるようにするために、予算編成手法を改
善する。

0 0

0

85,058

※18年度、19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

社

部

）

成果： コスト：

（1）22年度予算見積の方向性

（2）理　由

(2)協働等の相手

(4)協働等の今後のあり方

財務会計システムの再構築による予算編成、その後の執行管理の稼動を実現することができました。

予算・決算・行政評価の一元化が実現したことにより、20年度の予算編成から決算・行政評価にいたるＰＤＣＡサイクルが実現可能となりまし
た。

予算書（当初・補正）印刷（細）

財政分析（細）

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（ 予算編成事務費

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

法人二税をめぐる地域間の税源偏在問題や税制改正の動向など、今後の区財政を取り巻く環境は、依然として不
透明であり、引き続き慎重な財政運営に努める必要があります。

事業の性格上、受益者負担になじみません。

2
2
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（21年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

評価と課題

22年度についても、前年度と同規模の予算計上を見込んでいます。

2事業のＡＢＣ分析（活動基準原価計算）と、6事業（新規4事業、継続2事業）の事業別コスト計算を財政白書等に
より公表しました。
また、補助金の見直しでは、個別審査した補助金について、補助金適正化審査会提言の方向性に沿って検討
し、21年度当初予算に反映することができました。

22年度の区の目標である「人が育ち、人が生きる杉並区」の実現に向け各部局の
実施計画事業、行革課題、事務事業の見直し等を的確に反映し、健全な財政運営
を推進することができました。

財務会計システムの再構築を進めるとともに、予算・決算・行政評価の一元化により
PDCAサイクルを確立し、各部局の自主性、自律性をより一層発揮できるよう、予算
編成手法の改善を図る予定です。

予算要望は、毎年、議会各会派、区民、各種団体から多数寄せられている。それらの要望は、各主管課の予算見
積から予算査定までの各過程で、政策判断のもとに取り入れ反映させています。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

予算額による財政規模（全会計）
平成⑮年度2,355億円、⑯2,545億円、⑰2,500億円、⑱2,640億円、⑲2,754億円、⑳2,575億円

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

（2）事業実績

財務会計システムの再構築による事務の省力化・効率化を実施する一方、予算・
決算・行政評価の一元化により行政評価を予算編成に連動するなど、予算編成手
法の改革を実施する予定です。

4,0002

9

750

規模

平成2１年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

補助金適正化審査会（細）

内　　　容

協
働
等
点
検

事
業
の
あ
り
方
点
検

事業開始当初から
現在までの変化事
業
環
境
の
変
化

財務会計システムの再構築による予算編成、その後の執行管理の稼動を実現することができました。また、予算・
決算・行政評価の一元化が実現したことにより、20年度の予算編成から決算・行政評価にいたるＰＤＣＡサイクルが
実現可能となるとともに、区民にわかりやすい予算資料（区政経営計画書）を作成することができました。なお、平
成17年度以降の新規補助金等について、補助金適正化審査会の提言を受け、審査結果を21年度当初予算に反
映することができました。

2
0
年
度
の
事
業
実
施
状
況

1,599
1,067

986

整理番号

事業費（千円）

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

できる（②へ↓）

ない（理由→）

ある [手段・方法の変更] （具体的内容→）

手段・方法の変更（具体的内容→）

一部実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%未満に相当] 実施継続

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 2 項 1 目 2 事業 2

係名 枝番号

76

51 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

①

②

③

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

157,935

※18年度、19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

0 0

0

事業開始

連絡先
電話番号

根拠
法令
等

上位施策No・施策名 財政の健全化と財政基盤の強化

対象

区財政

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○年度間の財政調整により健全な財政運営を確保する。

活動指標名（式）

0

157,934

受益者負担比率⑬÷⑪

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0.0

都からの
補助金等

差引：一般
財源⑪-⑰

0.0

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

0

国からの
補助金等

0

財
源

0

人
件
費

91

0

157,9352,338,302総事業費⑤+⑨+⑩

（内）常勤職員
分(超勤分含)

157,843157,844

0

91

0

0

0

91

2,338,302

受益者負担分

（内）非常勤
職員分

157,934

0

その他の
補助金等

206,241

21年度
計画

91

00

0

206,241

単位
18年度

実績 計画 計画 実績実績

活動指標（2）

成果指標（2）

成果指標（1）

100.0

平成21年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

昨年度
整理番号

事務事業名

政策経営部財政課担当部課名 7

財政調整基金積立金 10

0

0 0

20年度予算執行率％206,151

22年度

目標値

91

0

0

1423

206,150

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

0.0

（内）投資的経費等

（内）委託費

0

0

事業費 2,338,211

職員数 (常勤｜非常勤)

0

206,242

0.0

0 0

00

0.0

178,008

0 0

91

0

177,917

0.0

0

206,242

0

178,008

0

0

0

0

19年度

0

0

0 特記事項

0

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○年度間の財政調整により健全な財政運営を行う。
○財政調整基金利子の再積立

予算事業区分

地方財政法第４条の３

杉並区財政調整基金条例

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

活動指標（1）

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る20年度
の達成率％

区分
20年度 目標値に対

する20年度
の達成率％

指
標

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

）

成果： コスト：

（1）22年度予算見積の方向性

（2）理　由

事
業
環
境
の
変
化

基本計画・実施計画を着実に実施するため、財政調整基金の残高確保に努めつつ、積極的に活用することがで
きました。また、健全な財政運営を行うため、財政調整基金を積立てることで経済事情の変動による財源不足等に
対処することができました。

2
0
年
度
の
事
業
実
施
状
況

0

整理番号

事業費（千円）

協
働
等
点
検

事
業
の
あ
り
方
点
検

事業開始当初から
現在までの変化

10

規模

平成2１年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　
内　　　容

事業費は積立金であるため。

206,150

健全な財政運営を行うために、財政調整基金を積立てることで経済事情の変動に
よる財源不足等に対処することができます。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

財政調整基金残高の推移
平成⑭年度116億円、⑮117億円、⑯148億円、⑰196億円、⑱219億円、⑲220億円、⑳222億円

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

（2）事業実績

2
2
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（21年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

評価と課題

引き続き財政調整基金の積立ては計画的に行います。

財政調整基金積立金（執）

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

基本計画・実施計画を着実に実施するため、今後も財政調整基金の残高確保に努めつつ、積極的な活用を図
る。

事業の性質上、受益者負担になじみません。

本来の事業に財源を充て込むことで成果が得られるため。

(2)協働等の相手

(4)協働等の今後のあり方

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

できない（理由→）

ない（理由→）

ない（理由→）

実現していない（実現は困難）（(4)へ）

行政直轄

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 2 項 1 目 2 事業 3

係名 枝番号

76

14 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

①

②

③

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

6,783,377

※18年度、19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

0 0

0

事業開始

連絡先
電話番号

根拠
法令
等

上位施策No・施策名 財政の健全化と財政基盤の強化

対象

区財政

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○減債基金の活用により、健全な財政運営を確保する。

活動指標名（式）

0

6,783,376

受益者負担比率⑬÷⑪

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0.0

都からの
補助金等

差引：一般
財源⑪-⑰

0.0

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

0

国からの
補助金等

0

財
源

0

人
件
費

91

0

6,783,3779,576,339総事業費⑤+⑨+⑩

（内）常勤職員
分(超勤分含)

6,783,2856,783,286

0

91

0

0

0

91

9,576,339

受益者負担分

（内）非常勤
職員分

6,783,376

0

その他の
補助金等

371,083

21年度
計画

91

00

0

371,083

単位
18年度

実績 計画 計画 実績実績

活動指標（2）

成果指標（2）

成果指標（1）

100.0

平成21年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

昨年度
整理番号

事務事業名

政策経営部財政課担当部課名 8

減債基金積立金 11

0

0 0

20年度予算執行率％370,993

22年度

目標値

91

0

0

1423

370,992

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

0.0

（内）投資的経費等

（内）委託費

0

0

事業費 9,576,248

職員数 (常勤｜非常勤)

0

371,084

0.0

0 0

00

0.0

17,874

0 0

平成20年度末までに計画の1年前
倒しで減税補てん債の全額償還を
行ったため、金額が減少していま
す。

91

0

17,783

0.0

0

371,084

0

17,874

0

0

0

0

19年度

0

0

0 特記事項

0

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○ミニ市場公募債満期一括償還分の1/5の積立
○減債基金利子の再積立

予算事業区分

杉並区減債基金条例

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

活動指標（1）

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る20年度
の達成率％

区分
20年度 目標値に対

する20年度
の達成率％

指
標

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

）

成果： コスト：

（1）22年度予算見積の方向性

（2）理　由

事
業
環
境
の
変
化

第4次行財政改革実施プランに基づき、平成23年度末までに区債残高をゼロにする計画となっています。平成20
年度については、計画を1年前倒しして減税補てん債の繰上償還を全額実施しました。これにより20年度末の区
債残高は246億円となり、計画上290億円以下とする目標を達成することができました。

2
0
年
度
の
事
業
実
施
状
況

0

整理番号

事業費（千円）

協
働
等
点
検

事
業
の
あ
り
方
点
検

事業開始当初から
現在までの変化

11

規模

平成2１年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　
内　　　容

事業費は積立金であるため。

370,992

健全な財政運営を行うために、減債基金を積立てることで負の財産を解消すること
ができます。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

減債基金残高の推移
平成⑭年度73億円、⑮73億円、⑯19億円、⑰4億円、⑱98億円、⑲82億円、⑳22億円

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

（2）事業実績

2
2
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（21年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

評価と課題

引き続き減債基金の積立は計画的に行っていきます。

積立金

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

第4次行財政改革実施プランに基づき、平成23年度末までに区債残高をゼロにする計画となっており、引き続き減
債基金の積立は計画的に行っていきます。

事業の性質上、受益者負担になじみません。

事業費は積立金であるため。

(2)協働等の相手

(4)協働等の今後のあり方

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

できない（理由→）

ない（理由→）

ない（理由→）

実現していない（実現は困難）（(4)へ）

行政直轄

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 3 項 1 目 1 事業 6

係名 枝番号

76

27 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

① 件

②

③ ％

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.30 0.10 0.50 0.10 0.50 0.10 0.50 0.10 0.50 0.10 0.50 0.10

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

活動指標（1）

現年臨時運行許可件数÷前年臨時運行許可
件数

1,920

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る20年度
の達成率％

99.2

区分
20年度 目標値に対

する20年度
の達成率％

指
標

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○有効期間満了前（1カ月前から検査可）までに自動車等の
継続検査を受けなかった者が継続検査を受けようとする場合
等で、杉並区内を通過する予定において臨時運行許可を行
う。
○車検証等と自賠責の加入を確認し、許可証の交付と許可
番号標を貸与する。

予算事業区分

道路運送車両法

道路運送車両法施行規則

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

1,392

臨時運行許可前年度比

19年度

1,856

280

1,384

特記事項

280

2,656 2,544

4,885 4,885

1,373

1,392

100.6

1,373

4,525

0

98.6

80

28.3

3,501

29.5

1,384 1,440

28.3

3,445

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

1,536

48.8

（内）投資的経費等

（内）委託費

0

0

事業費 80

職員数 (常勤｜非常勤)

4,525

280

1202

55

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

1,932

22年度

目標値

94.7

0 0

20年度予算執行率％80

平成21年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

税務管理係
昨年度
整理番号

事務事業名

区民生活部課税課担当部課名 99

自動車臨時運行許可事務 55

68.8

104.998.6 98.092.5100.0

活動指標（2）

成果指標（2）

成果指標（1） 98.0

実績

1,830

実績

1,819

100.0

計画

1,845

単位
18年度

実績 計画

21年度
計画

2,006

4,570

1,4401,364

4,860

4,525

1,577

受益者負担分

（内）非常勤
職員分

4,910

2,709

277

その他の
補助金等

3,487

6380

0

4,570

0

0

0

人
件
費

2,718

283

4,9273,081総事業費⑤+⑨+⑩

（内）常勤職員
分(超勤分含)

28.4

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

1,505

2,648

国からの
補助金等

2,645

0

財
源

0

受益者負担比率⑬÷⑪

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

27.7

都からの
補助金等

差引：一般
財源⑪-⑰

臨時運行許可件数

活動指標名（式）

0

3,518

事業開始

連絡先
電話番号

根拠
法令
等

上位施策No・施策名 財政の健全化と財政基盤の強化

対象

自動車臨時運行許可を必要とする個人又は法人

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

東京運輸支局・練馬事務所に出向かなくても、身近な窓口で
臨時運行許可を取れるようにします。

1,505 1,364

277

3,563

※18年度、19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

枚

）

成果： コスト：

（1）22年度予算見積の方向性

（2）理　由

(2)協働等の相手

許可事務のほか、車検制度や車両登録等に関する車全般の知識が求められますが、自家用車にかかわっていない場合などは知識習得に
時間を要します。そのため、ケースによって職員相互の連携を一層図っていきます。

(4)協働等の今後のあり方

印刷枚数を必要最低限とすることで、印刷費を削減することができました。

申請の受付にあたり、迅速な処理を行う一方で、申請内容の審査については聞き取りなどの方法で十分に行っていきます。

臨時運行許可申請書印刷

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

クラシックカーの乗用等、虚偽申請にかかる不正使用がマスコミに取り上げられることがあり、許可に際して一層慎
重な判断が求められます。

法定受託事務ですが、「地方公共団体の手数料の標準に関する政令」により手数
料は統一事務として規定されているため、手数料を政令の基準額とする必要があり
ます。

2
2
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（21年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

評価と課題

申請書の印刷枚数、書式に大きな変更はありません。

臨時運行許可は、課税課で1,289件、高井戸駅前事務所で541件、合計1,830件行いました。
過去の推移は、11年度3,149件、12年度3,014件、13年度1,978件、14年度1,846件、15年度1,744件、16年度
1,762件、17年度2,047件、18年度2,006件、19年度1,856件となっています。

対象に対する利便性の確保が中心です。

不正使用を防止するため、申請時の確認に注意を払うことができます。

臨時運行許可の対象とならない車検満了前の車両や軽二輪等に対する申請、申請可能日以前の申請などに対
する不受理について、すぐに理解を得られない場合があります。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

昭和27年度に国から委任され、本庁で取り扱いが始まりました。63年から出張所が加わりましたが、組織改編に伴
い平成13年度から本庁のみに戻り全体の申請件数は減少しました。16年度から高井戸駅前事務所が加わりました
が、申請件数の増加は無いものの、同年度17%から、21%、24%、25%、30%と同所の利用比率が上がっています。

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

（2）事業実績

支出は、申請書の印刷のみです。

551500

55

規模

平成2１年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　
内　　　容

協
働
等
点
検

事
業
の
あ
り
方
点
検

事業開始当初から
現在までの変化事
業
環
境
の
変
化

道路上で運行してはならない未登録自動車・車検切れ車両に一定の条件下で一時的な運行許可を与えるという
事務です。
このため、許可にあたっては本来目的以外で利用されることのないよう、自賠責保険の加入はもちろんのこと運行
目的や期間などの確認を慎重に行うことが求められています。

2
0
年
度
の
事
業
実
施
状
況

0

整理番号

事業費（千円）

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　中（理由→）

ある程度できる（②↓）

ない（理由→）

ない（理由→）

手段・方法の変更（具体的内容→）

実現していない（実現は困難）（(4)へ）

行政直轄

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 3 項 2 目 1 事業 1

係名 枝番号

76

25 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

① 件

② 件

③ 千円

④ ％

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 2.80 0.00 2.80 0.00 2.80 0.00 2.80 0.00 3.10 0.00 2.80 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

活動指標（1） 6,905

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る20年度
の達成率％

94.4

区分
20年度 目標値に対

する20年度
の達成率％

指
標

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○修正申告や二重払いなどにより生じた特別区民税・都民税（普通
徴収・特別徴収分）、軽自動車税の還付金や還付加算金を区民に
支払う。
○税源委譲や税制の変更（株式の配当割・譲渡割）により生じた特
別区民税・都民税（普通徴収・特別徴収分）の還付金や還付加算
金を区民に支払う。

予算事業区分

地方税法、同法施行令、同法施行規則

杉並区特別区税条例、同法施行規則

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

0

0

当該年度以前の還付金額及び還付加算金額

19年度

5,619

0

0

0 特記事項

0

66,824

31,663 27,781

596,922

0

191,827

0

215,351

25,409

4,586

0

66,824

○活動指標Ⅰ、Ⅱの２０年度実績
の顕著な増加は、変動経過（税源
委譲分）の還付実績の増加による
ものです。
○２０年度事業費実績が前年度比
で３５５．７０％となった背景は、変
動経過（税源委譲分）の還付が行
われたことによるものです。
○前年度と比較して、２０年度実績
の常勤職員数が０．３人増加してい
る理由は、還付事務処理に係る超
過勤務時間の増加を反映したもの
です。
○２０年度実績における、財源欄
の補助金等が前年度と比較して増
加している理由は、東京都からの
徴収委託金における還付金の実
績増によるものです。

25,340

190

82.9

166,487

0.0

0

520,490

0.0

76,432 215,351

00

0.0

▲ 23,524

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

37,039

0.0

（内）投資的経費等

（内）委託費

0

0

事業費 122,640

職員数 (常勤｜非常勤)

25,340

0

0

2203

529,522

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

還付達成率

普通徴収

0

22年度

目標値

0

0

1,310 1,255

20年度予算執行率％571,582

平成21年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度
整理番号

事務事業名

区民生活部納税課担当部課名 100

過誤納還付 77

79.0

92.6

123.899 95 0

165,066529,032

0

148,838

3,7810

150,738

94

活動指標（2）

成果指標（2） 0

成果指標（1） 122,640

実績

12,950

17,610

0

実績

4,261

638,202

計画

18,653

16,400

単位
18年度

実績 計画

21年度
計画

3,996

25,592

00

0

557,577

28,055

99,557

受益者負担分

（内）非常勤
職員分

174,430

41,382

0

その他の
補助金等

490,753

148,838150,738

0

25,592

0

0

0

人
件
費

25,368

0

176,330148,008総事業費⑤+⑨+⑩

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0.0

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

76,432

32,001

国からの
補助金等

31,043

15,940

財
源

48,451

受益者負担比率⑬÷⑪

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0.0

都からの
補助金等

差引：一般
財源⑪-⑰

当該年度以前の還付件数及び還付加算件数

還付処理数（普通徴収）

活動指標名（式）

25,409

149,021

事業開始

連絡先
電話番号

根拠
法令
等

上位施策No・施策名 財政の健全化と財政基盤の強化

対象

当該年度以前の特別区民税・都民税（普通徴収・特別徴収分）や軽自動車
税の過誤納付（個人）に対する還付金及び還付加算金を支払います。

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○税の正しい申告をすることで、区民の税に対する意識が高まりま
す。
○正確・迅速な事務処理を行うことで、区民から信頼される区政運
営を進めることがでます。

80

48,451 15,940

0

160,390

※18年度、19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

）

成果： コスト：

（1）22年度予算見積の方向性

（2）理　由

(2)協働等の相手

(4)協働等の今後のあり方

税源委譲による還付対象の未申告者は、減少されることが想定されますが、引き続き正確で迅速な事務処理を納税課と課税課で行いま
す。

納税課と課税課で、正確で円滑な事務処理を確実に行うため、作業の手順化を検討します。

申告に基づき事業費が増減する事業であるため。

償還金（特徴）

償還金（普徴）

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

税源委譲による還付申請の受付は、平成２４年度まで継続する必要がありますので、未申告の対象者に対する事
務処理が今後も必要となります。

事業の性格上、受益者負担に該当しません。

2
2
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（21年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

評価と課題

税源委譲による還付対象の未申告者は、大幅に減少することが想定されます。

13,000件程度と推定された税源委譲に伴う還付対象者に対しては、区から減額申告書の送付を行い、還付申請
を促しました。その結果、普通徴収と特別徴収を合わせて12,000件を超える申請が行われ、この還付処理を実施
することができました。また、その他の還付処理も、例年同様に実施することができました。

正確・迅速な事務処理を行なっていることが、税制度への信頼確保につながってい
ます。

事務処理の効率的な手順を確立します。

税の充当や過誤納還付の迅速な事務処理が望まれていています。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

就労形態や生活スタイルの多様化、納税意識の変化など還付事務をめぐる環境は大きく変化しています。区民か
ら信頼される区政を実現するために、的確で迅速な還付事務の実施が必要です。また、17年度の税制改正による
配当割・譲渡割の還付や１９年度からの税源委譲により、還付対象者が近年増加しました。

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

（2）事業実績

還付対象者に対する発送処理（封入封緘、発送処理）は協働化（外部委託）するこ
とは想定されますが、処理件数総数から委託費用が割高になることが想定されま
す。

473,876

361

77

規模

平成2１年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

償還金（普徴・加算金）

償還金（特徴・加算金）

内　　　容

協
働
等
点
検

事
業
の
あ
り
方
点
検

事業開始当初から
現在までの変化事
業
環
境
の
変
化

税源委譲による還付対象者のうち、12,000件を越える区民の方から２０年度中に申告していただくことができまし
た。このことが、２０年度計画値を上回る成果指標（８０％⇔９９％）につながりました。また、その他の還付処理も円
滑に実施することができました。今後も、還付未済が発生しないよう、早期の還付処理を行います。

2
0
年
度
の
事
業
実
施
状
況

54,477
316

492

整理番号

事業費（千円）

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

できない（理由→）

ない（理由→）

ない（理由→）

手段・方法の変更（具体的内容→）

実現していない（実現は困難）（(4)へ）

行政直轄

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 3 項 2 目 1 事業 2

係名 枝番号

76

25 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

① 人

② 件

③ 千円

④ ％

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 58.63 4.00 53.26 5.00 57.26 5.00 53.82 9.00 55.03 11.25 53.00 11.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

活動指標（1） 329,621

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る20年度
の達成率％

100.8

区分
20年度 目標値に対

する20年度
の達成率％

指
標

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○給与支払報告書、所得税確定申告書、住民税申告書等
の課税資料に基づき、特別区民税・都民税の賦課決定等を
行う。
○未申告者に対しては、未申告調査等により申告勧奨を実
施する。

予算事業区分

地方税法、同施行令

杉並区特別区税条例、東京都税条例

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

（代）区民税・都民税賦課調定額（現年度分）

19年度

321,447 0

22年度

目標値

実績

334,798

31,500

0 特記事項

498,022

30,800

105,312

0

1,9861,987

0

659,460

0

685,690

18,215

23,643

18,964

755,124

0

613,282

631,070

0

都からの支出金である都税徴収
費委託金については、整理番号７
７　「特別区民税・都民税徴収整理
事務」と按分処理をしています。

479,650

89,711

654,713

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

1213

126,297

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

申告勧奨による申告率

未申告者が申告勧奨により申告した件数／未
申告者に対する申告勧奨件数

30,727

0

0

20年度予算執行率％

21年度
計画

147,189 144,263

実績

330,063

計画

327,507

0

20

平成21年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

区民税係
昨年度
整理番号

事務事業名

区民生活部課税課担当部課名 101

特別区民税、都民税賦課事務 78

85.8

117.623 20 0

32,339

93,301,642

19

100.0

99,282,11199,977,798 101.6

30,692

97,386,230

29,150

98,435,994

29,150

2,029

2.9

（内）投資的経費等

（内）委託費

0

35,772

受益者負担分

（内）非常勤
職員分

人
件
費

531,188

事業費 96,885

職員数 (常勤｜非常勤)

35,046活動指標（2）

成果指標（2） 19

成果指標（1） 83,216,106

20

単位
18年度

実績 計画

315,082

523,356

17,78818,361

0

655,819

▲ 699,535

100,027

487,071

25,200

2,013

13,850

37,529

646,930

2,014

（内）常勤職員
分(超勤分含) 486,796

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

18,637

1,834

13,85011,320

614,151639,393総事業費⑤+⑨+⑩

国からの
補助金等

2.9

財
源

779,4231,338,928特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

3.0

都からの
補助金等

1,320,291

受益者負担比率⑬÷⑪

▲ 118,269差引：一般
財源⑪-⑰

2.7

賦課（非課税者を含む）人数

未申告者に対する申告勧奨件数

活動指標名（式）

760,985

▲ 132,493

事業開始

連絡先
電話番号

根拠
法令
等

上位施策No・施策名 財政の健全化と財政基盤の強化

対象

賦課期日現在、区内に住所を有する個人及び区内に住所を
有しないが、事務所、事業所又は家屋敷を有する個人

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

税負担の公平性の観点から、課税対象者を正確に把握し、
課税額を正しく算出することです。

その他の
補助金等

0

774,088

2.92.8
※18年度、19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

▲ 44,445

703,905

109,724113,505

0

▲ 82,959

42,263

0

678,749

697,110

18,438

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

）

成果： コスト：

（1）22年度予算見積の方向性

（2）理　由

（2）事業実績

平成2１年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（1）施策への貢献度は大きいか

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

(2)協働等の相手

地方税の電子申告の普及により改善・見直しの規模が左右されますので、電子申告の方法等の周知に努め、納税義務者等に普及させるこ
とが急務となります。コストは、電子申告を受けるための委託費用等で一時的に増加しますが普及すれば事業費は減に転じます。

(4)協働等の今後のあり方

納税通知書等郵送
（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

内　　　容

納税通知書等印刷

(1)前年度の改革案の取り組み状況（21年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

その他（

税負担の公平性から、徴収率の向上に努めます。

　税源移譲による変動経過措置の周知、受付及び処理を行いました。また、平成２１年１０月から始まる
公的年金からの特別徴収事務の処理方法等について検討を行うとともに、地方税の電子申告導入及
び税制改正に伴う賦課システムの変更に取り組みました。

一般会計歳入の４２．６％を占める区民税の確保は、区政運営を行ううえでの重要
な財源であり、歳入の根幹となっています。

2
2
年
度
方
針

公的年金からの特別徴収についての検討並びに税制改正及び地方税の電子申告導入によるシステムの変更に取り組みました。また、賦
課システムの再構築については、今後とも税制改正を見極めながら関係各課とも十分に協議し、更なる検討を続けることになりました。

規模

電子申告制度の普及にはまだ時間がかかることを考慮すると、平成２２年度において、電子申告の大幅な増加は期待できません。このた
め、平成２２年度の予算は、電子申告を受けるための委託費用等の増加分を、電子申告を取り入れることによる事業費の減額分で吸収する
ことができないため、増加すると思われます。

地方税の電子申告の導入実施にあたり、電子申告の普及に努め、更なる可能性を追求することで、膨大な作業量と専門性の高い処理を
データ化できれば,より効率的な事務処理が可能になります。将来的な国税との電子データの連携も視野に入れ、平成２２年度には改善の
方向性を示す必要があります。

（3）受益者負担の見直し余地は

（4）コストを下げる余地はあるか

ほぼ毎年行われる税制改正に伴い、賦課事務の複雑化、専門化が進み、現行賦課システムの変更だけでは対応
が困難で職員による手計算を行うものがあります。そのため、1件あたりの処理時間がかかり、課税資料の増加にも
相まって事務量も増大しています。

事業開始当初から
現在までの変化

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

地方税の電子申告が普及していけば、電子データでの処理が増加し、入力作業の
減によるコストの削減が見込めます。

15,644

整理番号

税制改正による地方への税源移譲は、区政運営に対する区民の目を一層厳しいものとしています。そ
のため、賦課事務の更なる正確性、公平性、効率性が求められとともに事務処理を迅速かつ円滑に行
うための条件整備が必要となります。また、税に対してより理解しやすい説明が求められています。

事業費（千円）

1,057

78

平成２０年度における新たな取り組みとして、税制改正に伴う変動経過措置の処理及び公的年金からの特別徴収
事務の開始に伴う特別徴収事務の処理方法等の検討並びにこれらの関するシステムの開発を行いました。ほぼ、
毎年行われる税制改正に伴い、賦課事務は複雑化・専門化が進んでおり、新たな取り組みを行う上で大きな障害
になっています。平成２１年度以降、電子申告制度の導入が進むことを考慮すると、税システムの根本的な修正を
含めた賦課事務の見直しが急務となってきます。

2
0
年
度
の
事
業
実
施
状
況

賦課事務において、処理の正確性・迅速性が最も大切なことであり、当初賦課時期
の膨大な処理を正確・迅速にするため、繁忙期に人員を弾力的に運用ができるよう
にすることが必要です。

評価と課題

事
業
環
境
の
変
化

協
働
等
点
検

事
業
の
あ
り
方
点
検

税制改正に伴い税体系等が複雑化しているため、納税義務者に対し変更点を事前に周知徹底するとともに、課税
根拠（税計算）が理解できるよう、わかりやすい説明を行うことが求められています。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

37,441
72,155

0

運営事務費等

税務広報

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

ある程度できる（②↓）

ある（具体的内容→）

ある [手段・方法の変更] （具体的内容→）

手段・方法の変更（具体的内容→）

一部実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%未満に相当] 推進

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 3 項 2 目 1 事業 3

係名 枝番号

76

25 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

① 件

② 件

③ ％

④ ％

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 52.00 1.00 48.10 5.00 48.10 5.00 45.20 9.00 45.85 9.00 44.00 10.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

活動指標（1） 994,281

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る20年度
の達成率％

101.9

区分
20年度 目標値に対

する20年度
の達成率％

指
標

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○納付センターを設置し、電話による納付案内を実施する。
○滞納者に対して、督促状や催告書を発付し、納付を促す
る。
○督促等を行っても納付のない場合は、電話交渉、財産調
査、差押等により滞納を完納する。
○納付後の区民税等の管理を適切に行う。

予算事業区分

地方税法、同法施行令、同法施行規則

杉並区特別区税条例、同法施行規則

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

0

0

現年度分の調定額に対する収納額の割合

19年度

1,010,160

25,200

0

0 特記事項

28,000

602,327

526 519

548,419

0

515,731

0

439,771

611,353

31,803

0

602,327

○活動指標Ⅰ「現年分の収納件
数増加」の背景は、人口増や給与
所得者増に伴う課税対象者増など
があげられます。
○活動指標Ⅱ「滞繰分の収納件
数」の実績値減は、景気動向悪化
に伴う滞納者の収入状況悪化があ
げられます。
○２０年度事業費実績が前年度と
比較して増加した理由は、納付セ
ンター開設に伴う新システム開発
経費と納付センター電話催告業務
委託料の支出によるものです。
○２０年度の予算執行率が８４．
７％となった理由としては、新シス
テムのカスタマイズを見送ったこと
による開発経費残や、プロポーザ
ルによりサーバ賃借料が低価格に
抑えられたことなどがあげられま
す。

398,200

83,299

101.1

89,531

0.0

0

2,225

0.0

546,194 439,771

00

0.0

75,960

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

535

0.0

（内）投資的経費等

（内）委託費

0

5,543

事業費 56,279

職員数 (常勤｜非常勤)

409,060

25,200

0

2203

96,734

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

滞納繰越分の調定額に対する収納額の割合

0

22年度

目標値

0

0

97,181 73,278

20年度予算執行率％114,159

平成21年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度
整理番号

事務事業名

区民生活部納税課担当部課名 102

特別区民税、都民税徴収整理事務 79

127.3

84.7

114.532.62 34.00 0

98.0097.29

27.00

97.50

44,77535,931

98.40

34.00

活動指標（2）

成果指標（2） 27.00

成果指標（1） 98.50

実績

42,087

1,021,264

38,000

実績

999,000

96.20

計画

1,001,906

33,058

単位
18年度

実績 計画

21年度
計画

990,985

439,634

00

0

536,877

414,943

▲ 402,734

受益者負担分

（内）非常勤
職員分

511,722

515

13,850

その他の
補助金等

▲ 65,450

58,23860,992

0

439,634

6,589

0

4,459

人
件
費

471,120

2,830

514,476530,229総事業費⑤+⑨+⑩

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0.0

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

546,194

547

国からの
補助金等

507

584,366

財
源

932,963

受益者負担比率⑬÷⑪

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0.0

都からの
補助金等

差引：一般
財源⑪-⑰

現年度分の収納件数

滞納繰越分の収納件数

活動指標名（式）

611,353

▲ 99,631

事業開始

連絡先
電話番号

根拠
法令
等

上位施策No・施策名 財政の健全化と財政基盤の強化

対象

特別区民税・都民税を賦課された個人（普通徴収）及び特別
徴収義務者（会社・法人）

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○税の公平性の観点から納税者に対し、納税に対する意識
啓発を促し、納税への理解を得えます。
○特別区民税・都民税における納期内納付の基盤を確立し
ます。

28.50

932,963 584,366

13,850

▲ 69,890

※18年度、19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

）

成果： コスト：

（1）22年度予算見積の方向性

（2）理　由

(2)協働等の相手

納付センターと徴税に従事する職員との連携強化や滞納整理システムの機能充実を研究する必要があります。

(4)協働等の今後のあり方

納付センターの効果的な電話催告で、早期徴収や累積滞納の防止に一定の成果を上げることがでました。また、平成20年10月から、督促
状の封入封緘業務を民間委託に切り替えました。

納付センターのより効果的な活用や滞納整理システムを利用した事務処理改善や滞納事務の進行管理が課題となります。業務と情報シス
テム両方の見直しを行います。２１年度第２四半期までに、見直し方針を課内で取りまとめ、２１年度第３四半期から見直しを実施していきま
す。

納付センター電話催告業務委託

納付センター開設準備

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

景気後退の影響が顕著となる中で、区税による収入は大きな影響を受けることが予測されます。

本事業はなじまない。

2
2
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（21年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

評価と課題

納付センター業務の機能充実を図ることで、費用対効果を向上させます。また、滞納整理システムの機能拡充については、ホストコンピュー
タ最適化検討の中で、効果的な情報システムを計画的に構築していきます。

平成20年10月に杉並区納付センターを開設し、特別区民税等の滞納者に対して電話催告を行う業務を開始しま
した。納付センターの電話による催告と、区職員による効果的な督促・催告、財産調査、差押等を実施することで
滞納の解消を図り、税収の確保に努めました。

区財政の根幹となっている税収確保と納税秩序維持に貢献しています。特別区民
税の徴収率は、高い水準を確保しています。

杉並区納付センターをさらに活用し、区民に自主納付を促す電話催告の方法等を
工夫し、効率的なものにしていきます。効果的な電話催告で、早期徴収や累積滞
納の防止を行い、徴収率の向上を目指します。

徴収整理事務は、法律に基づき手続きを執行するものでありますが、厳しい社会経済状況の中で、区民から税金
の使途に厳しい視線が注がれています。また、納付方法については分割による納付要望が多くなっています。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

就労形態や生活スタイルの多様化、納税意識の変化など徴収事務をめぐる環境は大きく変化しています。

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

（2）事業実績

徴収整理事務において、処分等の法的手続きにあたらない業務について、新たに
外部委託することができるものがないかを検討していきます。

25,512

5,415

79

規模

平成2１年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

徴収整理事務（納税課）

徴収整理事務（課税課）

内　　　容

協
働
等
点
検

事
業
の
あ
り
方
点
検

事業開始当初から
現在までの変化事
業
環
境
の
変
化

徴収率向上のため、平成20年10月に納付センターを設置し、電話による納付案内を開始し、区民税の滞納解消
に努めるとともに、重点的に滞納処分に取り組むなど、効果的な徴収整理を行うことができました。
今後、景気や雇用情勢によって徴収率の低下が懸念される中、税収確保のために、納付センターの業務拡大や
電子収納の導入など、より一層効果的な徴収整理事務を行います。

2
0
年
度
の
事
業
実
施
状
況

9,786
53,970

2,051

整理番号

事業費（千円）

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

ある程度できる（②↓）

ない（理由→）

ない（理由→）

手段・方法の変更（具体的内容→）

十分に実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%未満に相当] 実施継続

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 3 項 2 目 1 事業 4

係名 枝番号

76

29 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

① 件

② 件

③ ％

④ ％

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 3.35 1.10 4.60 0.80 4.60 0.80 4.60 0.80 4.60 0.80 4.60 0.80

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

52,330

※18年度、19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

93.0

76 68

2,216

事業開始

連絡先
電話番号

根拠
法令
等

上位施策No・施策名 財政の健全化と財政基盤の強化

対象

区内で軽自動車等を所有している個人又は法人、製造たば
こ卸売販売業者等

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

軽自動車税を公平かつ適正に賦課し、税負担の公平性の観
点から滞納率の減少を図るとともに、原付等の適正な登録業
務を行います。

軽自税の調定件数（現年課税分＋滞納繰越分）

原付等の登録・廃車件数（課税課＋区民事務所）

活動指標名（式）

0

51,104

受益者負担比率⑬÷⑪

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0.1

都からの
補助金等

差引：一般
財源⑪-⑰

0.1

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

76

785

国からの
補助金等

784

0

財
源

0

人
件
費

30,351

3,113

52,39840,063総事業費⑤+⑨+⑩

（内）常勤職員
分(超勤分含)

6,9178,138

0

42,044

610

0

618

41,630

39,987

受益者負担分

（内）非常勤
職員分

51,177

796

2,216

その他の
補助金等

50,200

21年度
計画

65,126

42,044

6368

50,265

単位
18年度

実績 計画

94.0

計画

64,571

8,374

実績

7,862

63,366

9,652

実績

65,842

活動指標（2）

成果指標（2） 92.1

成果指標（1） 93.1

92.2

93.8

8,8909,372

93.0

92.2

93.9

94.2

99.592.5 94.0 95.0 97.4

94.293.9 99.5

平成21年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

税務管理係
昨年度
整理番号

事務事業名

区民生活部課税課担当部課名 103

軽自動車税、たばこ税賦課徴収事務 80

4,568 7,266

20年度予算執行率％6,787

22年度

目標値

41,630

2,240

1202

6,395

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

原付等標識返納率

1-弁償金件数÷廃車件数

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

615

0.2

（内）投資的経費等

（内）委託費

0

614

事業費 6,599

職員数 (常勤｜非常勤)

50,594

0.1

63 63

0.1

54,086

73

7,107

94.4

65

41,630

4,473

99.9

10,279

0.1

793 873

50,657 54,149

6573

軽自動車税の収納率

19年度

65,271

2,240

63

特記事項

2,240

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○原付等の標識交付及び原付・軽自動車等に対する軽自
動車税の賦課徴収を行う。
○たばこの区内小売業者への売り渡し分について、たばこ税
の申告納付事務を行う。

予算事業区分

地方税法

杉並区特別区税条例

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

活動指標（1）

現年課税分

62,041

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る20年度
の達成率％

98.1

区分
20年度 目標値に対

する20年度
の達成率％

指
標

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

）

成果： コスト：

（1）22年度予算見積の方向性

（2）理　由

事
業
環
境
の
変
化

軽自動車税の徴収率は、現年度分が過去最高となり、滞納繰越分も過去2番目の高さとなりました。これは、20年
度から納付センターによる電話催告を実施し、架電回数を増やしたことなどが要因と考えられます。ただし、原付に
おいては依然として徴収率が低いため、納税者への啓発など取り組みの強化が必要です。

2
0
年
度
の
事
業
実
施
状
況

4,345
743

148

整理番号

事業費（千円）

協
働
等
点
検

事
業
の
あ
り
方
点
検

事業開始当初から
現在までの変化

80

規模

平成2１年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

運営事務（委託等）

内　　　容

たばこ税の徴収にはコストがかからず、軽自動車税は賦課の根拠となる登録業務
に相当のコストがかかりますが、委託・郵送料ほかの経費は必要最低限となってい
ます。

1,159

8月に窓口での各種申告の受付にあたり本人確認の徹底を開始し、9月に区民課との連携による土日開庁、1月に
成果性や個人情報保護に特に配慮して納付センターへ電話催告の委託を行いました。また、年間を通じて新たな
リストの出力を開始し郵送物の誤封入を無くしました。さらに、時代に即した電子収納サービスについて納税課と連
携して実施に向けた検討を始めました。

軽自動車税は、税収規模が小さい反面、経費負担は重くなっています。たばこ税
は、卸売販売業者等による申告納税制度のため、安い経費で安定した税収が得ら
れ滞納もありません。

軽自動車税の徴収率を高めるために、窓口におけるチラシ配布や滞納確認、納付セン
ターのモニタリング、放置バイク所有者への通知等、あらゆる方面から取り組むことで
す。さらに、納税方法の利便性を高めるためペイジーの導入を検討することです。

軽自動車税は4月1日現在の所有者に課されますが、4・5月に廃車手続をした納税義務者から「自動車税」と同じ
月割制度がないのはおかしいという苦情があります。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

原付所有者に若年層が多いこと等から、税額が低いにもかかわらず納税意識が高まりません。また、警察からの所
有者照会に廃車車両があることがあります。たばこの消費量は、公共の場所での禁煙、相次いだ増税や健康志向
の高まり、不況などの影響により減少傾向にあります。

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

（2）事業実績

2
2
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（21年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

評価と課題

ナンバープレートの隔年購入による購入、今年度から納付センターへの委託予算の計上及び封入封緘事務の委託から歳出予算は増加し
ます。また、歳入予算が減少することになります。

納税通知書等印刷

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（ たばこ税申告書印刷

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

環境問題の高まりや趣味性の低下から、新車販売車両が小型化し軽自動車が増加することで軽自動車税の税収
が微増します。反面、青年人口の減少や電動自転車の普及により、原付自転車の登録が減少します。また、電気
軽自動車や電気バイクが普及していきます。

税の公平性を確保するため、軽自動車税の徴収率の向上を図ることです。

納税通知書等郵送

(2)協働等の相手

税の免除の方法について、法令の規定を分析することにより、非課税措置と減免制度の実務的な違いを明らかにします。また、新規又は既
存の登録車、車種等の免除対象の内容については、税収規模のほか環境施策の位置づけ等の趣旨を明確にし関係課と調整を図って決
定します。

(4)協働等の今後のあり方

徴収率向上のため窓口での税ガイドの配布と滞納確認、土日開庁に対応するため区民課との調整、個人情報保護を徹底するため、納税
通知書の誤封入防止策の実施と窓口での本人確認、廃車時における標識返却の徹底を図りました。

電気軽自動車等の軽自動車税について、実務的な課題やその及ぼす影響を関係課と連携を図りながら、平成22年度の当初課税に向けて
検討を進めます。

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

ある程度できる（②↓）

ある（具体的内容→）

ない（理由→）

その他（具体的内容→）

十分に実現している 社団法人・財団法人等公益団体（(3)へ）

協働［その他］ 実施継続

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 9 項 1 目 1 事業 1

係名 枝番号

76

年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

①

②

③

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

活動指標（1）

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る20年度
の達成率％

区分
20年度 目標値に対

する20年度
の達成率％

指
標

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○特別区債の元金償還に関する事務

予算事業区分

地方自治法第２３０条

財政融資資金普通地方長期資金等借用証書

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

0

0

19年度

0

0

0 特記事項

0

0

13,808,330

0

3,136,588

0

0

0 0

91

0

3,136,497

0.0

0

13,808,330

0.0

0 0

00

0.0

3,136,588

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

0.0

（内）投資的経費等

（内）委託費

0

0

事業費 6,089,284

職員数 (常勤｜非常勤)

91

0

0

1423

13,808,238

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

22年度

目標値

0

0 0

20年度予算執行率％13,808,239

平成21年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

昨年度
整理番号

事務事業名

政策経営部財政課担当部課名 15

特別区債元金償還金 549

100.0

活動指標（2）

成果指標（2）

成果指標（1）

実績実績 計画
単位
18年度

実績 計画

21年度
計画

91

00

0

13,808,329

91

6,089,375

受益者負担分

（内）非常勤
職員分

13,440,333

0

その他の
補助金等

13,808,329

13,440,24213,440,243

0

91

0

0

0

人
件
費

91

0

13,440,3346,089,375総事業費⑤+⑨+⑩

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0.0

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

0

国からの
補助金等

0

財
源

0

受益者負担比率⑬÷⑪

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0.0

都からの
補助金等

差引：一般
財源⑪-⑰

活動指標名（式）

0

13,440,333

事業開始

連絡先
電話番号

根拠
法令
等

上位施策No・施策名 財政の健全化と財政基盤の強化

対象

地方債の引受機関（政府、市中銀行等）
区財政

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○減税補てん債は計画的に繰上償還を実施し、21年度末ま
でに全額を償還する。
○19年度末見込みで384億円の区債残高を23年度末までに
ゼロにするために計画的に縮減を図る。

0 0

0

13,440,334

※18年度、19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

）

成果： コスト：

（1）22年度予算見積の方向性

（2）理　由

(2)協働等の相手

(4)協働等の今後のあり方

繰上償還を実施しなければ、定時償還のみとなり、償還金も減額していきます。

剰余金等を償還財源としているため、毎年一定額とはなりません。

教育債償還金（執）

減税補てん債償還金（執）

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（ 総務債等償還金

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

20年度末２４５億円余りの区債残高を、今後も社会経済状況を勘案しつつ、23年度末までにゼロにするため計画
的に縮減を図っていきます。

性質上、受益者負担になじみません。

2
2
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（21年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

評価と課題

22年度については、定時償還分の償還金を予算計上する見込みです。

減税補てん債は、これまでも計画的に繰上償還を実施してきましたが、20年度末までに計画を1年前倒しして全額
償還を行いました。

健全な財政運営を行うために、剰余金等をあて返還することで負の財産を解消す
ることができます。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

当初予算額の推移
平成⑭年度7,289,021千円、⑮7,067,524千円、⑯20,042,896千円、⑰7,552,805千円、⑱6,089,284千円、
⑲13,440,243千円、⑳9,813,693千円

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

（2）事業実績

剰余金等を償還財源の一部としているため、毎年一定額とはなりません。

10,149,571

537,764

549

規模

平成2１年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

都市整備債償還金（執）

保健福祉債償還金（執）

内　　　容

協
働
等
点
検

事
業
の
あ
り
方
点
検

事業開始当初から
現在までの変化事
業
環
境
の
変
化

減税補てん債は、これまでも計画的に繰上償還を実施してきましたが、20年度末までに計画を1年前倒しして全額
償還を行いました。20年度末245億円余りの区債残高を、23年度末までにゼロにする計画ではありますが、今後も
社会経済状況を勘案しつつ、計画的に縮減を図っていく予定です。

2
0
年
度
の
事
業
実
施
状
況

1,663,918
1,205,599

251,386

整理番号

事業費（千円）

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

できない（理由→）

ない（理由→）

ない（理由→）

実現していない（実現は困難）（(4)へ）

行政直轄

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 9 項 1 目 2 事業 1

係名 枝番号

76

年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

①

②

③

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

活動指標（1）

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る20年度
の達成率％

区分
20年度 目標値に対

する20年度
の達成率％

指
標

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○特別区債の利子支払に関する事務

予算事業区分

地方自治法第２３０条

財政融資資金普通地方長期資金等借用証書

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

0

0

19年度

0

0

0 特記事項

0

0

1,023,103

0

748,537

0

0

0 0

91

0

748,446

0.0

0

1,023,103

0.0

0 0

00

0.0

748,537

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

0.0

（内）投資的経費等

（内）委託費

0

0

事業費 1,438,734

職員数 (常勤｜非常勤)

91

0

0

1423

1,013,986

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

22年度

目標値

0

0 0

20年度予算執行率％1,023,012

平成21年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

昨年度
整理番号

事務事業名

政策経営部財政課担当部課名 16

特別区債利子支払 550

99.1

活動指標（2）

成果指標（2）

成果指標（1）

実績実績 計画
単位
18年度

実績 計画

21年度
計画

91

00

0

1,014,077

91

1,438,825

受益者負担分

（内）非常勤
職員分

1,168,043

0

その他の
補助金等

1,014,077

1,167,9521,167,953

0

91

0

0

0

人
件
費

91

0

1,168,0441,438,825総事業費⑤+⑨+⑩

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0.0

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

0

国からの
補助金等

0

財
源

0

受益者負担比率⑬÷⑪

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0.0

都からの
補助金等

差引：一般
財源⑪-⑰

活動指標名（式）

0

1,168,043

事業開始

連絡先
電話番号

根拠
法令
等

上位施策No・施策名 財政の健全化と財政基盤の強化

対象

地方債の引受機関（政府、市中銀行等）

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○金融機関等へ適切に利子支払を実施する。

0 0

0

1,168,044

※18年度、19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

）

成果： コスト：

（1）22年度予算見積の方向性

（2）理　由

(2)協働等の相手

(4)協働等の今後のあり方

繰上償還を実施しなければ、定時償還のみとなり、利子も減額していきます。

償還金に付随する利子であるため。

都市整備債利子（執）

教育債利子（執）

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（ 総務債等利子

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

20年度末２４５億円余りの区債残高を、今後も社会経済状況を勘案しつつ、23年度末までにゼロにするため計画
的に縮減を図っていきます。

性質上、受益者負担になじみません。

2
2
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（21年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

評価と課題

22年度については、定時償還分の利子を予算計上する見込みです。

減税補てん債は、これまでも計画的に繰上償還を実施してきましたが、20年度末までに計画を1年前倒しして全額
償還を行いました。

健全な財政運営を行うために、剰余金等をあて返還することで負の財産を解消す
ることができます。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

当初予算額の推移
平成⑭年度2,805,471千円、⑮2,485,414千円、⑯2,132,775千円、⑰1,779,872千円、⑱1,441,123千円、
⑲1,995,151千円、⑳1,131,469千円

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

（2）事業実績

償還金に付随する利子であるため。

464,870

128,982

550

規模

平成2１年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

減税補てん債利子（執）

保健福祉債利子（執）

内　　　容

協
働
等
点
検

事
業
の
あ
り
方
点
検

事業開始当初から
現在までの変化事
業
環
境
の
変
化

減税補てん債は、これまでも計画的に繰上償還を実施してきましたが、20年度末までに計画を1年前倒しして全額
償還を行いました。20年度末245億円余りの区債残高を、23年度末までにゼロにする計画ではありますが、今後も
社会経済状況を勘案しつつ、計画的に縮減を図っていく予定です。

2
0
年
度
の
事
業
実
施
状
況

267,071
146,137

6,926

整理番号

事業費（千円）

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

できない（理由→）

ない（理由→）

ない（理由→）

実現していない（実現は困難）（(4)へ）

行政直轄

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 9 項 1 目 3 事業 1

係名 枝番号

76

年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

①

②

③

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

92

※18年度、19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

0 0

0

事業開始

連絡先
電話番号

根拠
法令
等

上位施策No・施策名 財政の健全化と財政基盤の強化

対象

金融機関
一般会計

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○金融機関へ適切に利子支払を実施する。
○一般会計における円滑な予算執行を確保する。

活動指標名（式）

0

0

受益者負担比率⑬÷⑪

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0.0

都からの
補助金等

差引：一般
財源⑪-⑰

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

0

国からの
補助金等

0

財
源

0

人
件
費

0

0

920総事業費⑤+⑨+⑩

（内）常勤職員
分(超勤分含)

01

0

91

0

0

0

0

0

受益者負担分

（内）非常勤
職員分

0

0

その他の
補助金等

0

21年度
計画

0

00

0

0

単位
18年度

実績 計画 計画 実績実績

活動指標（2）

成果指標（2）

成果指標（1）

0.0

平成21年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

昨年度
整理番号

事務事業名

政策経営部財政課担当部課名 17

一時借入金利子支払 551

0

0 0

20年度予算執行率％1

22年度

目標値

91

0

0

1423

0

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

（内）投資的経費等

（内）委託費

0

0

事業費 0

職員数 (常勤｜非常勤)

0

92

0.0

0 0

00

0.0

92

0 0

　当該事業は科目存置であり、20
年度の事業実績もないため、「20
年度の事業実施状況」、「協働等
点検」、「評価と課題」欄及び「改
善・見直しの方向」の記述部分に
ついての記載はありません。
　また、「事業のあり方点検」、「22
年度方針」欄の理由はすべて、
「当該事業は科目存置であり、20
年度の事業実績もないため」であ
り、個々の理由欄への記載は省略
しています。

91

0

1

0

92

0

92

0

0

0

0

19年度

0

0

0 特記事項

0

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○一般会計の歳計現金に不足が生じた場合に備え、地方自
治法第235条の3第2項の規定により、一時借入金の借入れ
限度額を議会の議決を受け定めている。実際に借入れを
行った場合の借入先金融機関への利子支払
○この事業での支出は通常は生じないが、実際に発生した
場合に備え、予算科目を設定している。

予算事業区分

地方自治法第２１５条

地方自治法第２３５条の３

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

活動指標（1）

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る20年度
の達成率％

区分
20年度 目標値に対

する20年度
の達成率％

指
標

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

）

成果： コスト：

（1）22年度予算見積の方向性

（2）理　由

事
業
環
境
の
変
化

2
0
年
度
の
事
業
実
施
状
況

0

整理番号

事業費（千円）

協
働
等
点
検

事
業
の
あ
り
方
点
検

事業開始当初から
現在までの変化

551

規模

平成2１年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　
内　　　容

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

地方自治法第２３５条の３で「普通地方公共団体の長は、歳出予算内の支出をするため、一時借入金を借り入れる
ことができる。」との規定があり、科目存置で1千円を当初予算に計上しています。なお、借り入れ額の最高額は５０
億円となっています。

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

（2）事業実績

2
2
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（21年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

評価と課題

実績なし

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

引き続き科目存置としていきます。

(2)協働等の相手

(4)協働等の今後のあり方

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　小（理由→）

できない（理由→）

ない（理由→）

ない（理由→）

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 9 項 1 目 4 事業 1

係名 枝番号

76

年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

①

②

③

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.48 0.00 0.48 0.00 0.48 0.00 0.48 0.00 0.10 0.00 0.10 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

活動指標（1）

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る20年度
の達成率％

区分
20年度 目標値に対

する20年度
の達成率％

指
標

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○地方債の発行・償還
○地方債の発行手数料、元利金支払手数料等の支出

予算事業区分

地方自治法第230条

地方財政法第5条～第5条の5

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

0

0

19年度

0

0

0 特記事項

0

0

4,957

0

1,209

0

0

0 0

スマートすぎなみ計画では、23年
度末までに区債残高をゼロにする
目標があります。そのため新規起
債発行は行わず、財政運営の一
層の健全化に努めたため、予算執
行率が低くなっています。

905

260

304

0.0

0

4,957

0.0

0 0

00

0.0

1,209

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

0.0

（内）投資的経費等

（内）委託費

0

0

事業費 1,532

職員数 (常勤｜非常勤)

4,344

0

0

1423

260

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

22年度

目標値

0

583 274

20年度予算執行率％613

平成21年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

昨年度
整理番号

事務事業名

政策経営部財政課担当部課名 18

起債事務 552

42.4

活動指標（2）

成果指標（2）

成果指標（1）

実績実績 計画
単位
18年度

実績 計画

21年度
計画

4,387

00

0

1,165

905

5,881

受益者負担分

（内）非常勤
職員分

5,166

0

その他の
補助金等

1,165

7792,977

0

4,387

0

0

0

人
件
費

4,349

0

7,3645,881総事業費⑤+⑨+⑩

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0.0

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

0

国からの
補助金等

0

財
源

0

受益者負担比率⑬÷⑪

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0.0

都からの
補助金等

差引：一般
財源⑪-⑰

活動指標名（式）

0

5,166

事業開始

連絡先
電話番号

根拠
法令
等

上位施策No・施策名 財政の健全化と財政基盤の強化

対象

地方債の引受機関（政府、市中銀行等）

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○財政計画に基づいて、適切に地方債を発行するとともに、
償還利息について最小の経費で賄う。

0 0

0

7,364

※18年度、19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

）

成果： コスト：

（1）22年度予算見積の方向性

（2）理　由

(2)協働等の相手

経済動向や第3期分権改革、税制改革に関する情報収集・分析の充実を図る必要があります。

(4)協働等の今後のあり方

18年度から起債発行は、東京都の許可制から協議制に変更になったことに伴い、発行及び償還に関する区の裁量が拡大しました。

今後も一層の財政健全化に向けて、自立的・計画的な起債事務の執行を推進します。

事業費は、起債発行に伴う義務的な経費であり、その発行額により影響を受けるた
め。

住民参加型市場公募債償還手数料（執）

銀行等引受債償還手数料等支払（執）

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

起債の発行については、「実施計画」及び「スマートすぎなみ計画」の両面から、その時々の社会経済状況を考慮
し、今後も計画的にコントロールしていきます。

事務の性質上、受益者負担になじみません。

2
2
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（21年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

評価と課題

償還に係る手数料等の予算計上を見込んでいます。

平成18年度から起債発行が東京都の許可制から協議制に変更になり、発行及び償還に関する区の裁量が拡大し
ました。また、区の自立的な判断で新規起債発行をすべて取り止め、財政運営の一層の健全化に努めました。

起債発行は、歳入確保の重要な手法である。健全な財政運営を行うために、起債
計画に基づく適正かつ効率的な事務執行を行うことで貢献できます。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

①区債発行額　平成⑭年度29億円、⑮27億円、⑯103億円、⑰8億円、⑱0円、⑲0円、⑳0円
　※国の減税政策による減収対策として、減税補てん債は6～17年度まで発行しました。
②公債費比率　平成⑭年度9.0%、⑮7.8%、⑯11.8%、⑰7.6%、⑱6.0%、⑲5.4％、⑳7月に確定
　※16年度は、減税補てん債を借り換えず、全額償還したため高い比率となっています。

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

（2）事業実績

事業費は、起債発行に伴う義務的な経費のため。

88

552

規模

平成2１年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　
内　　　容

協
働
等
点
検

事
業
の
あ
り
方
点
検

事業開始当初から
現在までの変化事
業
環
境
の
変
化

事業費は、起債額や償還額に応じた既定の手数料であり、義務的経費となります。
活動を表す指標として公債費比率や起債残高があります。これらの指標は、政策判断や財政状況により決定され
る起債額や償還状況により影響され、財政活動総体の結果として表すものとなります。

2
0
年
度
の
事
業
実
施
状
況

172

0

整理番号

事業費（千円）

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　中（理由→）

できない（理由→）

ない（理由→）

ない（理由→）

一部実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

協働［委託］ 実施継続

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 11 項 1 目 1 事業 1

係名 枝番号

76

年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

①

②

③

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

活動指標（1）

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る20年度
の達成率％

区分
20年度 目標値に対

する20年度
の達成率％

指
標

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○予算外の支出に対する予備費の充当
○予算超過の支出に対する予備費の充当
○予備費充当は、実際に執行する予算事業科目に所要額
をつけかえて行うため、本事業での決算額は常に０円であ
る。

予算事業区分

地方自治法第２１７条

杉並区予算事務規則第２２条

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

0

0

19年度

0

0

0 特記事項

0

0

299,091

0

300,091

0

0

0 0

中国四川省地震義援金1,000千円
の予備費充当を行いました。
なお、20年度計画額は、予備費充
当後の計画額（予算額）となってい
ます。91

0

300,000

0

299,091

0.0

0 0

00

0.0

300,091

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

（内）投資的経費等

（内）委託費

0

0

事業費 0

職員数 (常勤｜非常勤)

91

0

0

1423

0

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

22年度

目標値

0

0 0

20年度予算執行率％299,000

平成21年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

昨年度
整理番号

事務事業名

政策経営部財政課担当部課名 19

予備費充当 555

0.0

活動指標（2）

成果指標（2）

成果指標（1）

実績実績 計画
単位
18年度

実績 計画

21年度
計画

0

00

0

0

0

0

受益者負担分

（内）非常勤
職員分

0

0

その他の
補助金等

0

0117,385

0

91

0

0

0

人
件
費

0

0

117,4760総事業費⑤+⑨+⑩

（内）常勤職員
分(超勤分含)

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

0

国からの
補助金等

0

財
源

0

受益者負担比率⑬÷⑪

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0.0

都からの
補助金等

差引：一般
財源⑪-⑰

活動指標名（式）

0

0

事業開始

連絡先
電話番号

根拠
法令
等

上位施策No・施策名 財政の健全化と財政基盤の強化

対象

一般会計

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○地方自治法第217条の規定に基づき、予算外の支出また
は予算超過の支出に備える。

0 0

0

117,476

※18年度、19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

）

成果： コスト：

（1）22年度予算見積の方向性

（2）理　由

(2)協働等の相手

(4)協働等の今後のあり方

予算外の支出、予算超過に対して充当するための予算であり、本事業では直接予
算執行は行いません。

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

今後も同規模程度で推移するものと予測します。

性質上、受益者負担になじみません。

2
2
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（21年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

評価と課題

22年度についても、前年度と同規模の予算計上を見込んでいます。

一般会計の予算外の支出、予算超過に対して充当することとなっているため、貢献
度は大きいです。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

当初予算額の推移
平成⑭年度200,000千円、⑮300,000千円、⑯300,000千円、⑰300,000千円、⑱300,000千円、⑲300,000千円、
⑳300,000千円

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

（2）事業実績

予算外の支出、予算超過に対して充当するための予算であり、本事業では直接予
算執行は行いません。

555

規模

平成2１年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　
内　　　容

協
働
等
点
検

事
業
の
あ
り
方
点
検

事業開始当初から
現在までの変化事
業
環
境
の
変
化

予備費充当については、本事業で直接予算を執行するものではなく、予算外の支出、予算超過に対して他の事
業に予備費を充当することで予算を執行することが可能となります。これからも区の施策を推進していく中で、予算
外の支出等が発生した時に対応できるよう、継続していかなければならない予算と考えています。

2
0
年
度
の
事
業
実
施
状
況

0

整理番号

事業費（千円）

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

できない（理由→）

ない（理由→）

ない（理由→）

増 現状維持 減増 現状維持 減




